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また、一つの転機を迎えている。2015 年には、ASEAN が、AEC（ASEAN 経済共同体）を





























アジアでは、1976 年の ASEAN 協和宣言において輸入代替的工業化政策が打ち出されて
いたが、1987 年のマニラ宣言で輸出指向的工業化政策への転換が主張されている。ベトナ
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るため、1992 年には、関税障壁を加盟国間で削減していく AFTA（ASEAN 自由貿易協定）
が締結されている。AFTA により、1993 年から 2008 年の 15 年間（当初）に ASEAN 域内
の関税を 0～5％に引き下げ、自由貿易地域を構築しようとしてきた。1996 年には、AICO
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スキーム（ASEAN 産業協力）が試みられている。ベトナムは、1995 年に ASEAN に、1998













ベトナムの GDP の推移を表 1 に、1 人当たり GDP の推移を表 2 に示した。2001 年 400
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表１．名目国内総生産額の推移・成長率 
年 国内総生産額 成長率 
（単位：10 億 US ドル） （単位：％）
2000 31.2 6.79 
2001 32.5 6.90 
2002 35.1 7.08 
2003 39.6 7.34 
2004 49.5 7.79 
2005 57.6 7.55 
2006 66.4 6.98 
2007 77.5 7.13 
2008 98.3 5.66 
2009 101.6 5.40 
2010 112.8 6.42 
2011 134.6 6.24 
2012 155.6 5.25 
2013 170.6 5.42 
2014 186.1 5.98 
出所：Vietnam General Statistics Office “Statistical 



















出所：Vietnam General Statistics Office “Statistical 
Yearbook, 2015”, Statistical Publishing House. 
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ベトナム経済は、表 1 のように、2008 年以降、成長率を鈍化しながらも、ほぼ、5％台






















そして、2002 年中央委員会総会において「2001 年～2010 年の農業・農村工業化・近代化
の迅速な推進に関する決議」が採択され、生産と流通の「工業化」、「近代化」による一層
生産性の高い農業への転換を意図した政策を追求することになる。2002 年には、国家銀行
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の近代化を目標とし、農業の機械化、農産物の高付加価値製品への転換、農業隣接工業の
育成等を追求している。ベトナムは、基本的に食料の自給率の高い農業国であった。ただ、
農業生産の近代化指向にもかかわらず、農林・水産・鉱業の GDP 比は 2001 年に 30％を割
り込み、2003 年には 27.2％となり、製造業の GDP 比が農林水産業を上回ることになる。
もちろん 2003 年段階でも、商業、運輸・郵便・観光等サービス業の GDP 比率が最大ウエ
イトを占め、かつ、上昇している。2004 年の農林・水産・鉱業の GDP 比は 30％近く、労
働力構成比は 50％台に落ちている。2004 年頃より一層の工業化の推進が認められ、農林水















ベトナムは、2007 年には、WTO への正式加盟を実現している。2007 年の WTO 加盟や 2008
年の世界同時不況後に選択された諸施策は、その後のベトナム産業の発展と方向性に決定
的な影響を与えていくことになる。 























表 3 には、特に、21 世紀におけるベトナムへの対内直接投資の動向を示した。 
 
表３．対内直接投資動向（新規認可） 









2002 1,400 2009 7,600 
2003 1,450 2010 8,000 
2004 1,610 2011 7,519 
2005 1,954 2012 8,368 
2006 2,400 2013 8,900 
2007 6,981 2014 9,200 
出所：Vietnam General Statistics Office “Statistical 
Yearbook, 2015”, Statistical Publishing House. 
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要請以上に、現地部品の調達によるコストダウンを指向しているが、課題も存在している。
たとえば、自動車生産の場合、現状の現地調達比率は、タイの 53.9％に対し、ベトナムで
































































従来型携帯に加え、「ギャラクシーS4」や「ギャラクシーノート 2」などを 24 時間体制で






ベトナムのエレクトロニクス製品の輸出額は、2010 年わずか 71 億ドル（貿易収支 20 億



























盤低下に瀕した ASEAN が、ASEAN ヴィジョン 2020 を発表、単一市場化や外資導入促進策
を打ち出し、このヴィジョンが後の AEC（ASEAN 経済共同体）の起源となっている（14）。 
特に、2003 年の ASEAN 協和宣言Ⅱにおいて、ASEAN 政治安全保障共同体と ASEAN 社
会文化共同体と AEC（ASEAN 経済共同体）の三つの共同体から形成される ASEAN 共同体
（AC）構想が提案されている。そして、AEC（ASEAN 経済共同体）が、ASEAN 共同体（AC）
の中軸的役割を果たすものと位置づけられてきた。2007 年の第 13 回 ASEAN 首脳会議にお





枠組みを多様、多層に構築し、FTA 網を張りめぐらしてきた。先に指摘した AFTA と並行
して、ASEAN＋ワンとされる ASEAN・中国、ASEAN・日本、ASEAN・インド、ASEAN・





AFTA 等を活用した ASEAN 域内で生産の集中化、部品の相互補完が試行されてきている。
その後、2010 年には、AFTA において、先行 6 か国（シンガポール、タイ、マレーシア、
インドネシア、フィリピン、ブルネイ）の関税の撤廃が実現している。新規加盟の後発 4
－ 15 － 
か国（CLMV：カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）でも全品目の関税を 5％以下
に引き下げている。2011 年には、日中韓を含むアジア 16 か国で ASEAN＋ワンを超える
RCEP（東アジア地域包括的経済連携）の交渉が提案され、現在交渉中である。こうした経
緯を経て高度に結合され、競争力を有する経済地域を目指し、2015 年末に AEC：ASEAN 



















束の強化を進め、大きな経済的な原動力を有する ASEAN が誕生しつつある。 












域内には巨大な格差が存在する。タイの 1 人当たり GDP はラオスの 3.5 倍、カンボジアの
5.3 倍である。タイが隣国の労働者を受け入れれば、経済格差を拡大する可能性は大きく
なる。シンガポールの 1 人当たり GDP は、5 万 6 千ドルを超す。他方、カンボジアは 1 千
ドル、両国の差は 50 倍超である。市場を開けば域内先進国、ないし、強力な企業に後発国
市場を制圧されかねない。1993 年、EU 欧州連合の発足時、加盟 12 カ国の 1 人あたり GDP











































たが、2009 年以降、2013 年まで 5～6％台の成長を維持している。かつてのような高成長
の未達成は、不良債権問題を抱える金融業界、大きなウエイトを占める国有企業の改革の



































ム IT の最大手、FPT 社（2015 年の売上高約 2010 億円）が、情報システムの基盤の拡充を
進めている。FPT 社の国外からの受注額の構成は、日本 50％、米 27％という構成である
－ 19 － 
が、国外からの一層の受注拡大を見越し、中部ダナンに巨大受託開発施設・FPT コンプレッ
クス（5.9 ヘクタール）を開業しようとしている。日米からの受注増で IT 受託大国インド
を追撃しようとしている。システム等 IT サービスの現在の国外からの受注額の 4 倍以上を
目指し、2020 年には 1 万人のエンジニアの集積を計画している。ダナンの非製造業の従業
員の賃金は、基本給月額約 300 ドルで、ハノイ、ホーチミン市より 2～3 割安いとされてい
る。ベトナムは、2015 年に TPP に合意しているのであるが、TPP 発効後、ベトナムへの直
接投資の増大が見込まれ、工場、事務所の増加によるシステム開発等 IT サービスの需要拡
大を想定して、FPT コンプレックスを含めた全社のエンジニアを 2020 年、現在の 3 倍の 3
万人に増やそうとしている。大学の新設により IT 人材の育成も目指されている。自由貿易
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